


 

 

 

 

（とうもろこし） 
先物価格 現物価格（円/t） 

 
米国から輸入された飼料用とうもろこしのCIF価格 

先物価格÷現物価格 
期先限月 

期間中の平均終値 
（円/t） 

平成24年3月限 26,707 平成24年3月 26,952 99.1% 

－ － 4月 27,203 － 

5月限 28,018 5月 26,816 104.5% 

－ － 6月 26,235 － 

7月限 26,954 7月 25,818 104.4% 

－ － 8月 25,633 － 

9月限 26,402 9月 26,277 100.5% 

－ － 10月 29,920 － 

11月限 23,060 11月 31,617 72.9% 

－ － 12月 32,043 － 

平成25年1月限 22,803 平成25年1月 33,283 68.5% 

－ － 2月 34,239 － 

3月限 24,068 3月 35,018 68.7% 

－ － 4月 35,407  － 

5月限 22,430 5月 35,696 62.8% 

－ － 6月 35,287  － 

7月限 27,276 7月 34,333 79.4% 

－   8月 33,984  － 

9月限 27,272 9月 33,929 80.4% 

－ － 10月 30,549  － 

11月限 25,454 11月 29,044 87.6% 

－ － 12月 28,662  － 

平成26年1月限 26,402 平成26年1月 26,386 100.1% 

－ － 2月 25,922  － 

3月限 26,931 3月 25,694 104.8% 

－ － 4月 26,277  － 

5月限 27,532 5月 26,755 102.9% 

－ － 6月 27,465  － 

7月限 26,293 7月 27,777 94.7% 

－ － 8月 27,778  － 

9月限 25,248 9月 27,075 93.3% 

－ － 10月 26,328  － 

11月限 25,097 11月 25,474 98.5% 

－ － 12月 26,668  － 

平成27年1月限 25,988 平成27年1月 27,476 94.6% 

平均値 89.8% 

（注１）先物価格は、東京穀物商品取引所・東京商品取引所におけるとうもろこしの期先限月の終値を元に本所において算出。 
（注２）現物価格は、財務省「貿易統計」を元に本所において算出。 

（参考１）とうもろこしの場合 
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（注１）先物価格は、東京商品取引所におけるガソリンの期先限月の終値を元に本所において算出。  
（注２）現物価格は、経済産業省資源エネルギー庁「石油製品価格調査」における全国平均価格（ガソリン税抜き、１kl換算）。 

（参考２）ガソリンの場合 

（ガソリン） 

先物価格 
現物価格（円/kl） 

 
ガソリン卸売価格（全国平均）、ガソリン税抜き 

先物価格÷現物価格 
期先限月 

期間中の平均終値 
（円/kl） 

平成24年3月限 62,056 平成24年3月 82,900 74.9% 

4月限 60,970 4月 82,400 74.0% 

5月限 63,082 5月 76,200 82.8% 

6月限 62,987 6月 69,900 90.1% 

7月限 64,925 7月 68,300 95.1% 

8月限 68,713 8月 72,800 94.4% 

9月限 74,872 9月 77,200 97.0% 

10月限 72,158 10月 74,800 96.5% 

11月限 64,385 11月 73,300 87.8% 

12月限 57,438 12月 75,800 75.8% 

平成25年1月限 57,497 平成25年1月 78,300 73.4% 

2月限 62,017 2月 82,800 74.9% 

3月限 64,180 3月 83,400 77.0% 

4月限 65,724 4月 81,800 80.3% 

5月限 65,067 5月 79,700 81.6% 

6月限 68,152 6月 81,000 84.1% 

7月限 73,670 7月 85,400 86.3% 

8月限 79,550 8月 88,600 89.8% 

9月限 76,720 9月 87,500 87.7% 

10月限 73,749 10月 85,700 86.1% 

11月限 72,859 11月 83,400 87.4% 

12月限 71,988 12月 85,700 84.0% 

平成26年1月限 74,437 平成26年1月 87,300 85.3% 

2月限 73,965 2月 86,000 86.0% 

3月限 76,966 3月 88,200 87.3% 

4月限 75,777 4月 89,900 84.3% 

5月限 75,942 5月 91,000 83.5% 

6月限 81,530 6月 92,500 88.1% 

7月限 82,286 7月 93,600 87.9% 

8月限 80,622 8月 91,500 88.1% 

9月限 79,533 9月 89,500 88.9% 

10月限 78,869 10月 85,200 92.6% 

11月限 77,673 11月 80,400 96.6% 

12月限 79,271 12月 71,400 111.0% 

平成27年1月限 80,019 平成27年1月 61,400 130.3% 

平均値 87.7% 
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(13) 公正・透明な価格形成のための取組み 

 

 

 

 

○ 先物市場は取引の規模を問わず、誰でも参加でき、中立・公正なルー
ルに従って運営される市場で、全ての市場参加者に中立 

 
・ コメ先物取引に関するセミナー、勉強会の開催、当業者向け地方説明会（堂島先 

物塾など）を通じた周知 
・ コメ業界紙にコメ先物取引の基礎知識についての記事掲載 
・ ホームページで取引に関する規則類を公表 

 
○ 公開された取引の場で、様々な人たちが色々な情報に基づく判断を持

ち込んで価格が形成 
 

・ 商品先物取引業者を対象とするセミナー、講演会の開催 

 
○ 価格情報も即座に発信され、誰もが簡単に入手できる 
 

・ 価格その他の情報の取引所ホームページへの掲載 
・ 携帯電話向けツールの開発 
・ 情報ベンダーを通じ、日々の価格その他取引に関する情報をリアルタイムで提供 
・ SNS(ソーシャル・ネットワーキング・サービス)を活用した情報発信 
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１ 日本経済新聞 
（国内） 

23年3月9日 

コメ価格変動リスク軽減 
東穀取など、先物上場申請 
農家安定経営狙う 
投機資金流入懸念も 
・価格下落のリスクを回避する場を求める声が強まっている。コメ取引における価格の透明性を高める狙いも。 
・価格の乱高下を懸念する声。流動性の確保が課題。 

24年6月29日 
【社説】コメ先物市場の灯を消すな 
・売買は低迷していてもコメ先物の効用は出ている。 
・せっかく復活したコメ先物を試験上場だけで終わらせたくない。 

24年8月8日 

コメ先物上場きょう1年、参加者少なく売買低迷 
価格指標には遠く 経営問題も影響 
裁定取引は機能 

・売買高は伸び悩み、実需関係者の参加も限られた。 
・東穀の経営問題も売買低迷に拍車。 
・受渡を活用して調達する利点は大きい（卸間取引価格より安い）。 

24年8月9日 
（電子版） 

不振のコメ先物に再生の芽、卸会社じわり参入 
・卸会社を中心に先物が有効ということが浸透しつつあり、当業者がじわり参入。 
・一方で個人投資家の市場参入が減少。 
・期近を中心に個人も入ったバランスのとれた市場育成がカギ。 

24年11月27日 

中小コメ卸、先物活用 
現物受け渡しで在庫補充 
・一部の中小卸が先物を活用。 
・調整額の見直しや合意早受渡制度の拡充などが必要。 
・当業者の現物の補完市場としての活用も一つのあり方。 

25年3月29日 

変貌するコメ市場 
透明性欠く価格形成 
・立場の強い方が主導権を握りやすく、価格の決まり方が消費者から見えにくい。 
・需給を反映した透明性のある価格指標は必要。 

25年5月31日 

コメ先物 本上場見送り 
ＪＡ不参加で取引低迷 
試験上場延長の公算 
・先物取引は経営判断の材料となる指標価格を提供し、農家にとって将来の収入が把握でき、経営の安定につながる。 
・先物取引が増えれば価格決定の透明性が高まるメリットもある。 
・有識者委員会では肯定的な意見が大勢。 

25年6月14日 
コメ先物取引に全米販が参加 

・実際の取引を通じて先物市場を有効利用するノウハウを蓄積し、業界全体で共有する。 

25年6月27日 

神明、コメ先物に参入 卸最大手、大阪堂島商取で 

・6月から商品取引会社を通じて数十トン単位で売買注文を出し始めた。 
・取引に参入した理由について、価格変動リスクを回避するヘッジの場として必要と判断した、と説明。 
・卸最大手が参入したことで他の卸の参加が広がる可能性。 

25年8月8日 

コメ先物、試験上場2年延長 市場の利便性課題 
コメ先物の上場延長認可 価格指標形成へ道半ば 生産者の参加拡大カギ 

・農水省はコメの先物取引について2年間の延長を認めると正式発表。 
・農水省と取引所は魅力ある市場づくりを進めＪＡなどにも参加を呼びかける必要。 
・農家、卸、投資家のバランスのとれた市場になっていない。これをどう克服するかが延長後の課題。 

25年8月20日 

コメ先物は農家にも役立つ 

・過去2年間の値動きで投機的な乱高下はほとんど見られず、コメ調達の場としても機能。 
・市場が発信する早くて的確な情報は、生産現場に欠かせない。 
・コメ先物が活発な市場に育てば、農家の経営に役立ち、農業競争力の強化にもつながる。 

25年8月29日 
先物相場を活用、需給映す指標に育成 コメ卸、全農価格に「ノー」 

・先物取引への期待は大きい。相場が下がっても利益が上がり、現物の一部を補填できる。 
・消費者にとっても、市場主導で柔軟に決まる値段がもたらす恩恵は大きい。 

26年2月22日 
コメ先物、売買単位上げ 現物受け渡しは全銘柄対象 使いにくさ解消狙う 

・流通実態に合わせ実需家が使いやすくなる。 
・これまで対象の銘柄以外のコメを生産する農家も取引に参加しやすくなる。 

26年4月8日 
多面鏡 コメ先物で相対取引増加 参加者の裾野、どう拡大 

・先物市場を使って相対取引する動きが広がっている。 
・市場に厚みがないため売買が成立しにくい面がある。参加者の裾野をどう広げ流動性を高めるか先物の成否を占う鍵。 

26年7月18日 
大阪堂島 コメ先物取引増加 商品設計見直しで 

・1日当たりの平均売買高は、3月までの3倍に。商品設計の見直しをしたことが主因。 

８．米先物取引に係るこれまでの主な報道・関係者の声 

(1) 主な報道 
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１ 日本経済新聞（続き） 

27年3月28日 

コメ先物、指標銘柄を変更 大阪堂島15年産から 東京コメ、業務用に 

・「東京コメ」は、指標銘柄を業務用に使う栃木と群馬産の「あさひの夢」、埼玉県産の「彩のかがやき」、千葉産の「ふさおとめ」と
「ふさこがね」に変える。2015年産が対象の10月物から適用する。価格と銘柄のイメージが一致しやすくなる。 
・「大阪コメ」も指定銘柄を変更し、滋賀と三重のコシヒカリとする。 

27年4月3日 
コメ先物、全農が容認 適正な価格形成、前提に 

・全農は、2日、大阪堂島商品取引所が試験上場するコメ先物を容認する姿勢を明らかにした。 
・価格メリットがあれば販売先として先物市場を活用することなどを想定しているようだ。 

（国際）   

25年3月26日 

中国商品先物を拡充 
大連 原料炭上場、世界で初 
上海 道路舗装の品目準備 
・中国の３つの取引所が上場品目を増やしている。 
・鄭州商品取引所は今年はコメの品目拡大見込み（長粒米の晩生と短粒米の承認待ち）。 
・中国の短粒種の生産量は日本の約10倍。価格形成の主導権を握られる可能性。 

２ 毎日新聞 

24年8月9日 

取引開始１年、コメ先物低迷続き 
値動き小 魅力薄 
・先物取引はコメ相場の先行指標として関係者から注目。 
・出来高低迷の要因は、国際商品（大豆、トウモロコシ等）に比べて値動きが小さく、投資妙味がないこと。 
・ＪＡ全中の反対もあり、様子見が多い。 

25年2月18日 

【余録】（堂島米会所の歴史、関西商品取引所から大阪堂島商品取引所への改称、試験上場の状況について） 

・日本の先物取引（300年の歴史）の基礎を築いたのは大阪の進取の気風。 
・東京一極集中にブレーキがかかるのか。拍車がかかるのか。コメ先物市場はそれを見通す先物市場。 

25年9月24日 
コメ先物取引 農業強化につなげたい 

・需給と供給のバランスで価格を公式に決める仕組みは、生産者にも消費者にもメリット。 
・市場原理を意識した農業への構造改革を促すためにも取引の拡大を期待。 

３ 産経新聞 

24年8月8日 

コメ先物取引きょう１年、来夏本上場は視界不良 
72年ぶり復活も・・・出来高低迷 
・市場の評価にあたる取引量がさっぱり振るわない。 
・情報開示に乏しく価格変動がない。投資の魅力が薄い。 

25年2月11日 

商品先物市場 新時代の幕開け 
大阪活性化のカギ握るコメ市場－堺屋太一さんが講演 
先物は農業が生き残る選択肢－大潟村農業協同組合小林肇組合長 
・日本には世界標準で価格決定できるものが何ひとつない。 
・日本が世界市場を先導できるのはコメ先物だけ。この進展が日本経済に重要。 
・先物市場があることで、世界からの多様な情報入手でき、生活の安全性を担保。 

４ 時事通信   

24年8月7日 

取引低迷も受け渡しには一定の評価－コメ先物上場１年・上 
東西市場の一本化求める声も－コメ先物上場１年・下 

・取引量は想定を下回り、低迷。一方、受け渡しは順調。一定のニーズに答えたとの評価。 
・中小卸や外食産業などにとっては、現物の購入手段が増えたと歓迎する声も。 
・福島産の受け渡しが活発化。先物相場が福島県産の現物価格に収斂。 
・卸のヘッジニーズは今後さらに増える。 

24年12月12日 

コメ先物は農業経営のリスク低減に役立つ－ＪＡ大潟村組合長の小林氏 
・生産者にとって先物取引は値下がりのリスクを軽減するアイテム。 
・先物市場を経営に生かしていくことが必要。 
・市場を残し、本上場への努力を惜しまないでほしい。 
・ジャポニカ種はアジアの指標価格になり得る。日本に先物市場があることが重要。 

24年12月13日 
農家は合意早受け渡しの利用を－コメ特別講演会でＪＡ大潟村の小林組合長 

・合意早受け渡しの利用を。４月になれば新米価格が出てくる。この数字は重要。ぜひとも市場を残してほしい。 

25年5月9日 
全米販、コメ先物の取引参加支援＝172の卸売業者対象に 

・コメ先物取引の活性化を図るほか、卸売業者の勉強の一助とするのが目的。 

26年8月6日 
コメ先物、本上場に向け勝負の1年＝8日に延長期間折り返し 

・取引量の増加傾向はうかがえるが、胸を張って本上場を申請できる状況とは言い難い。 
・厳しい見方が多い中、大阪堂島の取り組みが期待される。 

27年4月2日 コメ先物、「拒絶はしない」＝適正に機能すれば検討の余地も 
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５ 共同通信  

25年2月9日 

コメ先物取引を一本化、発祥「大阪堂島」名乗る 
ＪＡ不参加で悪循環 公正な指標価格の要請も 
・うまく活用すれば、生産者が価格下落のリスクを減らせる利点。 
・ＪＡ全中の反対もあり、参加は広がらず。一般投資家が手を出さない悪循環。 
・コメの価格形成が、外国に主導権を握られる恐れ。 
・全米販は１月に勉強会を立ち上げ、先物取引の活用に向け動き始めた。 

25年9月16日 
売買単位や仕組み見直し コメ先物、活性化へ検討 

・市場活性化のため、売買単位や取引の仕組みを見直す検討に入った。 

  
６ 日本農業新聞  

23年7月2日 

大きな憤り感じる全中会長 コメ先物試験上場を認可 
ＪＡグループ取引参加せず 
農水省、２年で結論 

・市場の暴走許すな。 
・徹底的な監視必要。 
・野党各党批判相次ぐ 強引、慎重さ欠く。 
・価格乱高下に不安、卸は損失回避へ期待。 

24年6月23日 

先物商品移管、相手と正式合意 東穀取 
与野党の農林議員、米先物移管に批判「試験上場の失敗を証明」 

・当業者の間に不安感が高まり、取引が停滞するとの見方。 
・試験上場が失敗だったことが証明されたとの指摘。 

24年8月8日 

米先物試験上場から１年、扱い中止業者続々 
米先物取引試験上場１年で与野党議員、投機に根強い警戒感 
価格形成、機能果たさず 

・活発な取引が見込めない取引に参入するメリットは薄い。 
・情報不足もあり現場が不安。市場を見極めるには一定の期間が必要。 
・震災の復旧・復興への影響や主食が投機対象になることに生産現場の懸念は強い。 
・取引量が想定を大きく下回り、価格形成機能を果たしていない。 

24年8月9日 

米先物取引で稲作法人「歓迎しない」42％、法人協会調査 

・稲作主体の農業法人：「歓迎しない」42％、「関心がない」30％、「歓迎する」13％。 
・農業法人全体：「歓迎する」11％、「歓迎しない」29％。 
・歓迎しない理由：「投機マネーの流入で価格が乱高下する」、「必ずしも自分の経営上の利益に結びつかない」が多い。 

24年8月11日 

米先物試験上場１年、与野党が検証 
民主「注視続ける」、自民「もうやめるべき」 

・透明性の高い指標価格の形成機能が全く果たされていない。 
・失敗したのに移管してまで続けるのはおかしい。 
・低調な出来高、理事長の会社による取引が大多数を占める実態を指摘。 

25年2月9日 

米試験上場低迷続く、関西一本化で取引減も 

・先物価格が現物市場に誤ったメッセージを伝えるとの指摘。 
・関西取の方式になじまず、取引を打ち切る会社相次ぐ。 
・ＪＡグループは上場阻止に向けて引き続き対応。 

25年8月2日 

延長に反対続出 自民党水田議連 部会と連携し対応 

・米先物取引試験上場の延長認可の是非について検討し、「認めるべきではない」との意見続出。 
・米価に与える影響や取引量が伸びていないことなどを問題視。 
・農水省に対し党の意見を踏まえて検討するよう指示。 

25年8月8日 

米先物試験上場 条件付け2年延長 農水省「際限なく」にくぎ 
米先物試験上場延長 価格形成 現物取引で 問われる国の姿勢 

・農水省は米先物取引試験上場の2年間延長について条件付きで認可。 
・際限なく延長を認めることは試験上場の主旨とは合致しないと判断。延長期間終了との対応は、これまでの実績、参加者の多
様化を見極めて判断。 
・先物取引はマネーゲームの側面が強い。米価格形成は先物市場に期待するのではなく、農家や産地の努力と工夫を適切に
反映した現物取引を基に定められるべき。 

資料：全国紙（東京発行版）、時事通信、共同通信及び日本農業新聞の記事（平成23年3月以降） 
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(2) 関係者の声 

＜コメの試験上場を積極的に評価する声＞ 

・ 販売先が決まっていないコメについて、先物市場を活用すること

により販売することができている。先物市場は、生産者、卸、小売

など多くの者が参加者してコメの値段を決める場になって欲しい。

（生産者） 

・ 春の段階で生産者団体に新米の価格を固定価格で提示して、その

後、現物のコメの価格が低下しても、当初の価格を引き下げること

なく取引できたのは、先物市場でリスクヘッジしていたからであ

る。（商社） 

・ コメの調達を安定化させるために、一定量は先物市場を活用して

いきたい。（卸売業者） 

・ 先物市場には柔軟な受渡制度（合意早受渡制度）もあり、現物の

スポット市場とあまり変わらない使い方ができる。（卸売業者） 

・ 先物市場の価格は、先々のコメの価格を予想する際に大変参考に

なる。（小売業者）  

・ 生産される方と実際に使用される方の間で、長期にわたって安定

的な価格の契約ができるために、先物市場の活用というのは、これ

からあると思っている。（卸売業者） 

＜コメの試験上場を評価しない声＞ 

・ コメの先物市場は話題にならない。価格推移も見ていない。 

・ 米の先物市場は、多くの取引が成立するほどの流動性がなく、取

引しずらい。 

・ コメの先物市場の取引量の大半は、１社が売買をしている。取引

量を確保するために行っているのではないか。 
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